（５）超過課税の状況③〔法人府民税均等割〕
１　趣旨

大阪経済の成長に向けた施策を推進するため。
２　税率　

平成13年4月1日から平成31年3月31日までの間に開始する事業年度分について、資本金等の額が1億円を超える法人にあっては標準税率の2倍、資本金等の額が1千万円を超え1億円以下の法人にあっては標準税率の1.5倍により課税している。
	法人等の区分
	税率

	資本金等の額が50億円超の法人
	年額
	160万円
	（80万円）

	資本金等の額が10億円超50億円以下の法人
	年額
	108万円
	（54万円）

	資本金等の額が 1億円超10億円以下の法人
	年額
	26万円
	（13万円）

	資本金等の額が 1千万円超 1億円以下の法人
	年額
	7万5千円
	（ 5万円）

	資本金等の額が 1千万円以下の法人等
	年額
	2万円
	（ 2万円）


※（　）内の税率は、平成13年3月31日以前に開始した事業年度等に

ついて適用するものである。
３　超過課税の対象とならない法人

資本金等の額が1千万円以下の法人等については、その経営基盤が脆弱であるという視点を考慮して、超過課税を実施しなかった場合の税負担にとどまるようにしている。
４　適用期間等
	提案議会等
	適用期間(開始事業年度)
	公布日
	備考

	平13年2月
	平成13年 4月 1日から平成16年 3月31日まで
	平13. 3.30
	

	平16年3月
	平成16年 4月 1日から平成19年 3月31日まで
	平16. 3.30
	３年延長

	平18年9月
	平成19年 4月 1日から平成22年 3月31日まで
	平18.10.31
	３年延長

	平22年2月
	平成22年 4月 1日から平成25年 3月31日まで
	平22. 3.31
	３年延長

	平25年2月
	平成25年 4月 1日から平成28年 3月31日まで
	平25. 3.30
	３年延長

	平28年2月
	平成28年 4月 1日から平成31年 3月31日まで
	平28. 3.31
	３年延長


５　他府県の状況（平成30年4月1日現在）

35府県で実施（大阪府以外は、森林保全等を目的としたもの）
	税率
	適用開始時
	道府県名

	年額500円加算
	平成15年 4月 1日から
	高知

	5％増し
	平成16年 4月 1日から
	岡山

	
	平成17年 4月 1日から
	島根・山口・熊本・鹿児島

鳥取(H17.4.1から3年間は3%増し)

	
	平成18年 4月 1日から
	静岡・奈良・大分・宮崎

	
	平成19年 4月 1日から
	石川・和歌山・広島・長崎・

富山(H24.4.1から5年間は50億円超法人7.5%増し、100億円超法人10％増し、H29.4.1から5年間は10億円超法人7.5%増し、50億円超法人10%増し、100億円超法人12.5％増し)

	
	平成20年 4月 1日から
	長野・福岡・佐賀

	
	平成21年 4月 1日から
	愛知

	
	平成24年 4月 1日から
	山梨

	7％増し
	平成17年 4月 1日から
	愛媛(H17.4.1から5年間は5%増し)

	
	平成20年 4月 1日から
	栃木

	
	平成26年 4月 1日から
	群馬

	8％増し
	平成20年 4月 1日から
	秋田

	10％増し
	平成18年 4月 1日から
	岩手・福島・兵庫

	
	平成19年 4月 1日から
	山形

	
	平成20年 4月 1日から
	茨城

	
	平成23年 4月 1日から
	宮城

	
	平成24年 4月 1日から
	岐阜

	
	平成26年 4月 1日から
	三重

	11％増し
	平成18年 4月 1日から
	滋賀

	1.5～2倍
	平成13年 4月 1日から
	大阪


※　森林環境税等の森林保全等を目的とした法人府民税の超過課税は、個人住民税の超過課税と併せて実施（神奈川県は、個人住民税の超過課税のみ。）。
６　超過課税による増収額

	年度
	増収額
	年度
	増収額

	18年度
	約54億円
	24年度
	約55億円

	19年度
	約55億円
	25年度
	約56億円

	20年度
	約55億円
	26年度
	約55億円

	21年度
	約51億円
	27年度
	約54億円

	22年度
	約53億円
	28年度
	約54億円

	23年度
	約55億円
	29年度（決算見込）
	約54億円


